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１．審査内容 

原子力規制委員会原子力規制庁（以下「規制庁」という。）は、関西電力株式会

社（以下「申請者」という。）美浜発電所第３号機の工事計画変更認可申請（2020

年 1 月 30 日付け関原発第４９７号をもって申請、2020 年 2 月 20 日付け関原発

第５２９号をもって一部補正。以下「本申請」という。）の工事計画が、核原料物

質、核燃料物質及び原子炉の規制に関する法律（昭和 32 年法律第 166 号。以下

「原子炉等規制法」という。）第４３条の３の９第３項第１号に規定する発電用

原子炉の設置変更の許可を受けたところによるものであるかどうか、同項第２号

に規定する「実用発電用原子炉及びその附属施設の技術基準に関する規則」（平

成 25 年原子力規制委員会規則第６号。以下「技術基準規則」という。）に適合す

るものであるかどうか、同項第３号に規定する「実用発電用原子炉に係る発電用

原子炉設置者の設計及び工事に係る品質管理の方法及びその検査のための組織

の技術基準に関する規則」（平成 25 年原子力規制委員会規則第８号。以下「品質

管理基準規則」という。）に適合するものであるかどうかについて審査した。 

規制庁は、審査にあたり申請書本文、発電用原子炉の設置の許可との整合性に

関する説明書、設計及び工事に係る品質管理の方法等に関する説明書、中央制御

室の機能に関する説明書並びに緊急時対策所の機能に関する説明書（以下「本申

請の書類」という。）を確認の対象とした。 

 

１－１ 原子炉等規制法第４３条の３の９第３項第１号への適合性 

規制庁は、本申請の書類から、 

（１）工事計画のうち設備の機能に関する事項が、令和 2 年 1 月 29 日付け原

規規発第 2001293 号により許可した美浜発電所発電用原子炉設置変更許

可申請書（以下「設置変更許可申請書」という。）に記載された設備の機

能と整合していること 

（２）工事計画のうち設備の基本設計方針は、設置変更許可申請書の設計方針

と整合していること 

を確認した。 

規制庁は、上記のとおり、本申請の工事計画が許可を受けたところによるもの

であることを確認したことから、原子炉等規制法第４３条の３の９第３項第１号

に適合していると認める。 

 

 

１－２ 原子炉等規制法第４３条の３の９第３項第２号への適合性 

申請者は、本申請において、中央制御室及び緊急時対策所について、有毒ガスが

運転員及び重大事故等に対処するために必要な指示を行う要員（以下「指示要員」
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という。）に及ぼす影響により、運転員及び指示要員（以下「運転員等」という。）

の対処能力が著しく低下し、安全施設の安全機能が損なわれることがない設計とす

ることを計画している。 

規制庁は、平成 28 年 10 月 26 日付け原規規発第 1610261 号により認可した美浜

発電所第３号機の工事の計画（以下「既認可」という。）の審査にあたり、中央制

御室及び緊急時対策所の機能について、技術基準規則第４条（設計基準対象施設の

地盤）から第１５条（設計基準対象施設の機能）まで、第３４条（計測装置）、第

３５条（安全保護装置）、第３８条（原子炉制御室等）、第４６条（緊急時対策所）、

第４７条（警報装置等）、第４９条（重大事故等対処施設の地盤）から第５２条（火

災による損傷の防止）まで、第５４条（重大事故等対処設備）、第７３条（計装設

備）、第７４条（運転員が原子炉制御室にとどまるための設備）及び第７６条（緊

急時対策所）及び第７７条（通信連絡を行うために必要な設備）の規定への適合性

を確認している。 

規制庁は、本申請の工事計画が、既認可に対し、原子力施設の安全性を確保する

ため、運転員等が原子炉制御室及び緊急時対策所にとどまり対処できるよう、有毒

ガスが発生した場合に適切な措置をとるための防護措置に係る工事を追加するも

のであることから、技術基準規則第３８条（原子炉制御室等）及び第４６条（緊急

時対策所）の規定に適合するものであるかについて以下のとおり確認した。 

 

（１）第３８条（原子炉制御室等） 

規制庁は、本申請の書類から、申請者が有毒ガス防護に係る影響評価ガイド

（原規技発第 1704052 号（平成 29 年 4 月 5 日原子力規制委員会決定）。以下「影

響評価ガイド」という。）を踏まえ、敷地内の固定源及び可動源を特定し、敷地

内の固定源については、 

① 有毒ガス防護に係る影響評価を行った結果、運転員等の吸気中の有毒ガ

ス濃度が有毒ガス防護のための判断基準値を下回ることから、原子炉制御

室及びその近傍、緊急時対策所及びその近傍並びに有毒ガスの発生源の近

傍において工場等内における有毒ガスの発生を検出するための装置並びに

当該装置が有毒ガスの発生を検出した場合に原子炉制御室において自動的

に警報するための装置を不要とする設計とし、有毒ガス防護に係る影響評

価の評価条件について、以下のとおり設定していること 

ⅰ) 毒物及び劇物取締法（昭和 25 年法律第 303 号）の規定に基づき敷地

内の固定源貯蔵場所に設置された堰について、構造上更地になるような

壊れ方をしない設計としていることから、堰の設置状況を踏まえ、評価条

件を設定していること 

ⅱ) 敷地内の固定源貯蔵場所に設置された堰の開口部面積について、寸法

に基づく開口部面積に余裕を見込んで設定していること 

敷地内の可動源については、 

② 立会人等の随行、通信連絡設備による連絡、中央制御室換気設備の隔離、

緊急時対策所換気設備の隔離等の対策により、運転員等を防護することか

ら、原子炉制御室及びその近傍、緊急時対策所及びその近傍並びに有毒ガ

スの発生源の近傍において工場等内における有毒ガスの発生を検出するた

めの装置並びに当該装置が有毒ガスの発生を検出した場合に原子炉制御室



3 
 

において自動的に警報するための装置を不要とする設計としていること 

③ 既認可の通信連絡設備を使用して連絡するとしていること 

④ 令和元年6月 21日付け原規規発第1906219号により認可した美浜発電所

第３号機の工事の計画の中央制御室換気設備を隔離するとしていること 

⑤ 既認可の緊急時対策所換気設備を隔離するとしていること 

を確認したことから、第３８条の規定に適合していると認める。 

 

（２）第４６条（緊急時対策所） 

規制庁は、本申請の書類から、申請者が影響評価ガイドを踏まえ、敷地内の

固定源及び可動源を特定し、敷地内の固定源については、 

① １－２（１）①に記載する有毒ガス防護に係る影響評価を行った結果、指

示要員の吸気中の有毒ガス濃度が有毒ガス防護のための判断基準値を下回

ることから、緊急時対策所及びその近傍並びに有毒ガスの発生源の近傍に

おいて工場等内における有毒ガスの発生を検出するための装置並びに当該

装置が有毒ガスの発生を検出した場合に緊急時対策所において自動的に警

報するための装置を不要とする設計とし、有毒ガス防護に係る影響評価の

評価条件について、１－２（１）①のとおり設定していること 

敷地内の可動源については、 

② 立会人等の随行、通信連絡設備による連絡、緊急時対策所換気設備の隔

離等の対策により、指示要員を防護することから、緊急時対策所及びその

近傍並びに有毒ガスの発生源の近傍において工場等内における有毒ガスの

発生を検出するための装置及び当該装置が有毒ガスの発生を検出した場合

に緊急時対策所において自動的に警報するための装置を不要とする設計と

していること 

③ １－２（１）③に記載する通信連絡設備を使用して連絡するとしている

こと 

④ １－２（１）⑤に記載する緊急時対策所換気設備を隔離するとしている

こと 

を確認したことから、第４６条の規定に適合していると認める。 

 

規制庁は、上記の事項を確認したことから、本申請が、原子炉等規制法第４３条

の３の９第３項第２号の規定に適合していると認める。 

 

１－３ 原子炉等規制法第４３条の３の９第３項第３号への適合性 

規制庁は、設計及び工事に係る品質管理の方法及びその検査のための組織

に係る適合性の確認にあたって、本申請の品質保証計画から、品質保証の実施

に係る組織、保安活動の計画、保安活動の実施、保安活動の評価及び保安活動

の改善に係る事項を変更しないとしていることを確認したことから、品質管

理基準規則の要求事項に適合しており、原子炉等規制法第４３条の３の９第

３項第３号の規定に適合していると認める。 
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２．審査結果 

規制庁は、１－１から１－３の事項を確認したことから本申請が原子炉等規制法

第４３条の３の９第３項各号のいずれにも適合しているものと認める。 

 

なお、本件申請に係る美浜発電所について、原子力規制委員会は、平成３１年度

第４回原子力規制委員会において、大山火山の大山生竹テフラ（ＤＮＰ）の噴出規

模は 11 ㎦ 程度と見込まれること、及び、大山倉吉テフラ（ＤＫＰ）とＤＮＰが一

連の巨大噴火であるとは認められず、上記噴出規模のＤＮＰは火山影響評価におい

て想定すべき自然現象であることを認定し、上記のとおり認定した事実に基づけば、

火山事象に係る「想定される自然現象」の設定として明らかに不適当であり、実用

発電用原子炉及びその附属施設の位置、構造及び設備の基準に関する規則第６条第

１項への不適合が認められるため、原子炉等規制法第４３条の３の２３第１項の規

定に基づき基本設計ないし基本的設計方針を変更すべき旨、令和元年６月１９日に

申請者に命じたところである。申請者からは、令和元年９月２６日に当該事項に係

る設置変更許可申請がなされている。 

規制庁は、（ⅰ）平成３１年度第４回原子力規制委員会において判断されたとお

り、大山火山は活火山ではなく噴火が差し迫った状況にあるとはいえず、上記のと

おり認定したＤＮＰの噴出規模の噴火による降下火砕物により当該発電所が大き

な影響を受けるおそれがある切迫した状況にはないこと、（ⅱ）上記の命令の適切な

履行により上記の不適合状態は是正することができ、かつ、大山火山の状況に照ら

せばこれで足りることなどから、上記命令に係る手続が進んでいる現在の状況下に

おける本件の審査においては、ＤＮＰの噴出規模を含め火山事象に係る「想定され

る自然現象」については、既許可（令和２年１月２９日許可）の想定を前提として、

本件申請についての基準適合性を判断したところである。 


